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I 課題設定
学校経営研究になける教職研究の
基本的視座の検討
一教師の職責と職能成長一
西 穣 司
現代の学校教育が、組織を通して営まれている事実からして、学校になける諸活動を統括し、
その本来の目的を効果的K達成するための作用である学校経営の意義はきわめて室主要である。し
かし、また、学校経営が基本的K学校活動を支え、統合していくための手段の位置にあることも
深く認識され左ければ左らない。
筆者は、すでに本誌の第 2巻陀ないて.主として近年の組織社会学の成果托依拠しながら未
熟ではあるが、総合的な教育行政・学校経営研究の 1つの方向性を示した。 (1) その際、組織の
経営Kないて、分業と協業とを統制するライン構成になける連続性が存在しうるとしても、その
内面vcr質的断絶J( q u a 1i t a t i v e b r.e a k s )があることを重視すべきであると指摘した。
そして、分析レベルとして、技術レベノレ、管理νベル、組織環境レベルの 3つを措定し、とく K
学校組織の技術ノレベノレUては、一般産業組織とは同列視しがたい特異在性格が存することK十分な
考慮、を払うべきととを力説して卦いた。 (2)
以上のような学校経営研究K対する基本的左立場を継承しつつ、本稿では学校組織の技術レベ
ル民会ける特異在性格についてさらに検討を加えながら学校経営研究U亡をけるとの側面の研究
の基本的視座を明確Kしたいと考える。つまり、学校活動のまさK核心を左す教師の教膏活動を、
組織の管理台よび組織環境レベルとの関係性にないていかK把握し、そして今日的左研究の視座
をどとに置くべきかを明らかにしようというのが、本稿の課題である。
従前の学校経営研究のほとんどは、教師の具体的左教育活動のもつ意義や位置を指摘してはい
ても、その内実K立ち入って検討を加え、しかも左卦、組織の経営を考えるという視点が弱かっ
たと言わねば左らない。その意味では、法規中心的学校経営論や、安易左企業経営論の引き写し
Kも等しい学校経営論が横行してきた左かで、教青という事実的行為の特質をふまえた学校経言
論を構想・展開してとられた吉本二部教授の視点は、十分評価されうるところである。
しかし、吉本教授の所論にないても、筆者が先K設定した課題Kついては、か左り有効ま視角
を提示されてはいるが、残念左がらその詳論は残された課題K左っていると言わざるをえない。
以下本稿では、吉本教授のとの対象領域での研究成果を素材として、今後の学校経営研究の基本
的視座を明らかK したいと考える。
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E 教師の職責とその構造的矛盾
学校vcないて、教師が現実Kどのような活動を展開しているのか、そしてそ ζ托はどのような
問題がはらまれているかKついての分析は、ここでの課題ではない。むしろ、教育という行為の
本質に照らして、学校になける教師の職責(職務遂行責任)がいか在るものとしてとらえられる
べきかという視点から、今後の研究の意図や方向を明確にしたいと考える。
吉本教授は、教師の職責をなよそ次のよう K理解されていると解して、差し支えないであろう。
まず、抽象的Kは、「学校組簸を通してひとりひとりの生徒を組織的に指導し、その可能性を十
分伸ばしてやる」ととであり、それは、学習指導と生活指導との「両面にわたってすぐれた指導
ができ、他の一般人をもって代替することのできない教育効果を生か」ところKあるというわけ
でるる。そして、このような職責履行の条件として、教科指導の面では教える教科について正確
な知識と生徒K関する正しい理解を有する ζ と、また教える内容を生徒K即して正しく組織し、
適切な方法K よって指導しうる吉tJJを有すること、教科なよび教科以外の教育活動の中で生活指
導をなしうる十分左能力を有すべきこと、等をあげている。 (3)
本来、教師の職責は、さらに学校事務や運営に関係するものまで含めて把握すべきではあろう。
しかし、ここではその中心的な位置を占める、生徒K対する直接的教育活動K限定するとして、
抽象的Kは卦よそとの吉本教授の理解K異論は左い。
しかし、 ζのような職責を全うする K足る能力を個々の教師が十全K備える乙とは、きわめて
函躍であると言わねば左ら左い。乙のととは、吉本教授自身も、認めてお寸、教師がその職責を
全うするための研惨(研究・修養〉の不可欠性左いし重要性を、男IJの論稿K赴いて、次のように指
摘している。教師vi、たとえ教員資格を有するといえども教育者としての教職的装備を完全に
有してはい在い。また、教育的失識が一定不変に存在するものでもない。さら K、教育活動が絶
えず変化する社会の中で、不断K成長するとどもとの関係で行なわれるものである。そして、教
育の技術や方法も進歩発展するものである。与L上のような教師の教育活動にまつわる諸特質から
して、「積極的な教師の研修は教育の営みK卦ける不可欠の要因なのである」と述べている。 (4)
との吉本教授の見解K、筆者の解釈を多少差しはさんで公こう。いわゆる学校の授業として理
解きれている教授-学習過程の実際の展開の構造は、きわめて複雑で、しかもダイナミック左も
のであることを知らなければならない。仮花、教蹄が単位時間の授業の目擦を明確にし、綿密な
教材研究をし、周到左授業計画を作成したうえで実際の授業に臨んだとしよう。いざ授業が始ま
司てみるや、授業計画通りに事が運ぶというようなことは、むしろ稀といった方がよいであろう。
教師の眼前レている生徒たちは、一人ひとり顔や形が違うどとし性格・関心-体力・家庭環境等
を異にし、しかもその授業時間の心理状態も決して一様では在いのである。たとえ4O..._ 4 5人
という集団を対象に教育活動を展開するとしても、生徒一人ひとりの授業場面に卦いて現出する
個別的な差異K十分な配慮をして、しかも所期の自標を達成できるよう努めなければならない。
生徒たちに学習の動機つけをし、そして学習が進行する過程で、生徒たちのつまづきを鋭く見披
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き、それを治療し、そして目標へと向かわしめなければならない。さらに、それらの判断や治療
や激励や評価は、教授・学習過程の全てKわたって、しかも瞬間瞬間要請されるので各る。した
がって、教師の職責の最も中心を在す授業の展開場面では、まさに教師はそのもてる力を最大限
K発揮し左ければ左らないいそのためKは、判断や行為になける自主性や創意性が保障されて
いなければなら左いと言えよう。
ところが、このように複雑でダイナミック左展開構造をもっ授業が、とれまでの学校の体制で
は、生徒と個々の抑市とだけのいわば閉ざされた世界の中で行なわれ、他者からの批判や評価を
受ける機会が、日常的にはほとんどなきに等しいというのが実情であった。 (5) ここに、学校経
営VL.i，.ける、その組織過程の最も核心K位置する技術レベルの水準の維持・向上をいかに保障す
るかという問題Kぶちあたるのである。
もちろん、個々の教師が、すでK教育者として前述したような職責を全うしうるだけの資質や
能力を備えているならば、事は簡単である。事実はそうではない。また、教育という営み自体の
本質的在性格からして、単純明快で定量的に教師の能力を測りうる尺度が存在しうるなどとはな
よそ考えられないことだと言った方がよいかもしれない。しかし、ある程産はその能力の高低は
判別可能であろう ζ とも、否定しがたいのである。実は、ここK拠隠の職責(f[j;;、ける構造的な矛
盾が存在していることを知ることができる。
すなわち、教育活動に卦ける画一化されがたい、複雑でダイナミックな性質からして、その任
務を負う担当教師の意思や自主性や創意性ができる限り尊重されるととが望ましいのだが、その
任務を十全K担いうる能力を備えるととはきわめて困難であるという、構造的矛盾である。との
ような、教師の職責K卦ける構造的な矛盾は、さらK学校組織になける管理レベルや組織環境レ
ベノレの問題との関連主てないて検討されねばならないのである。つまり、各学校は自主独立の機関
として存立しているのでは左く、公教育制度のもとにある教育機関なのであり、またそこでの教
育は、単に個々の教師の単位業務の量的集合として成り立つものではないからである。組織を通
しての教育という事実からして、個々の教師の教育活動が学校の統一的教育意思の実現にまで結
び合うもので左ければならないととろに、もう 1つの課題が存するのである。
理教師の職責になける構造的矛盾を解消していく視点一一学校体制への教
師の職能成長施策の組み込み一
吉本教授は、すでK筆者が指摘したととき教育活動の特異左性格からして、本勅9VL教師の自
主性・創造性を尊重すべき ζ とを力説すること托卦いて、他の論者昨いささかも引けをとっては
いけない。つまり、「教職員の教育活動を支配するものは、より与しとK創造的な喜び、自主的行
動の尊重などで、発言の機会や公平処理の取扱左どとも K、大きな活動の源泉であることが忘れ
られではならない J(6)と述べている。そしてまた、一方で「現代の公教育制度のもとKある学校
は、定められたある年眼にわたって、全体として子どもの教育を行ない、組織を通しての教育を
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委託されているのである。学校が教育の効率をめざすべき組織集団であるととは前提とされなけ
ればならないのであって、単に個々の教師の行なう教育活動の量的集合托すぎ左いものでは左い」
(7)と述べる。
そして、この学校組織の作業レベノレと管理レベルとの両者の関係Kついては、次のよう左認識
を提示している。「本来的に学校は、教師の自主性・創造性の尊重と、組織上の統一的意思との
相反する要因を含み左がら、その教育機能を発揮し左ければ左ら左い存在としてある。 J(8) そ
してまた、このような矛盾は常態であるととらえ、それをどうすれば解消しうるかという点Kつ
いては、基持。l疋学校経営の能率追求という視点を軸にすべきととを確認したあと、次のよう K
説く。すなわち、「組織に内在する矛盾を個人vc1!Oしていえば Jという限定つきで、「教職員の
それぞれにどれほどの自主性と報従性を認むべきか、両者の調和にないて能率はいかK保持され
るかJという視点K立って、「経営組織の樹立と不断の革新の中K、緊張や矛盾を解消しようと
する過程の中花、学校経営は成長できるものと仮定すべきものである。 J(9)と述べている。
以上のよう K要約できる吉本教授の論理は、基本的に筆者にかいても首肯できるところである。
むしろ、学校内部の指導管理体制に卦ける、教師にまつわる問題の本質を鋭く見抜き、的確K提
示しえた意義は評価されてよい。たとえば、個々の教師の自主性や創意性を尊重しようとするあ
まり、学校教育の組織性を無視した教育権独立説的学校組織観や.法規的・行政的秩序を基調に
した営造物説的学校組織観や、産業組織を主対象にした一般経営学的発想、で学校をとらえようと
する近代化論的学校組織観帥が看過してきた問題領域である。それを、学校経営研究の組上にの
せえた吉本教授の所論のもつ意義は大きい。
しかし、このよう左吉本教授の問題把握の仕方rついて、さらK厳密左検討を要するととも否
定できない。その第 lは、教師の自主性と服従性という際の内実が、学校組織の作業レベルと管
理・組織環境レベルとの関係K卦いて、いかl疋解釈されていたかという点である。そして第 2氏、
教師む職責自体が内包する構造的矛盾(教師が自主性や創意性を大いK発揮して職責を全うする
ところK、学校教育の有効左成果が期待できるのではあるが、その職責を全うする K足る資質や
能力を備えることがきわめて困難であり、さらに組織としての統一的意思、の実現をはからねばな
らないという矛虐)を、学校経営の実際過程のなかで解消しうる方向性が、果たして十分明快な
ものになっているかという点である。以下、乙の 2点について順序検討していくことにしよう。
まず第 lの点であるが、吉本教授は、教師が自主性・創意性を発揮すべき領域として、基本的
Kは、実祭的な教育活動K卦ける方法の領域K限定してのると理解される。 ω では、吉本教授
が指摘している教師の服従性の対象領域とは何をさすのであろうか。乙の点Kついては、抽象的
Kしか述べられていないが、広くは組織合理化に用いられる諸原員Ij(作業の専門化、命令の階層
性、指示の統一、統制の範囲〉をさし、より限定的托は、「組織の規制体系」劫とされている。
しかいこれではまだ不明瞭なので、より詳細左検討が必要になる。ここでの分析の中心であ
る教師の直接的左教育活動の領域に限定するとして、恐らくは、各学校が自校の教育自標を基礎
K策定される教育計画(展開計画と組織計画からなる〉の実施段階K至って必要と左る、諸規則
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や諸職務関の権限関係の規律をさすものと考えられる。ととろで、これらの組織合理化促用いら
れる諸原則は、基本的にはすでK個別学校を越えた、中央・地方の教育行政機関が管轄する事項
として枠づけられているものである。したがって、個別学校Uてないてはそれらを所与のものとし
て一旦は受容したうえで、なお、残されている校務の具体的処理の過程で必要と左る種々の細か左
施策がとられるという仕組みK在っている。よって、極端を言い方が許されるとすれば、教師が
行なう直接的左教育活動K関する限りは、基準l疋よる比鞠今ゆるやか左統制(たとえば、学習志、
よび生活指導の内容の大綱や時間数、教科書の選定左ど〉を受けるとはいえ、各単位時間の授業
の実際の展開の仕方については、か在りの個々の教師による裁量範囲か残されていると言いうる。
つまり、作業レベルKなける教師の職務活動K対しては、きめ細か在監督 (closesupervision) 
が及ぶべ〈も左〈、その自主性や創意性カ注力泳される余地久現行法制下でさえ、かなりあるとみてよかろう。
ただ、教師が服従し左ければなら左い事項というのは、形式的な区分をするとすれば、日常の
教青活動の周辺的な事項と言いうるが、これらはやはり実質的Kは少なからぬ影響力を時と場合
Kよってはもちうることも認められなければなら左い。つまり、教師が受容しなければ左らない
基準の中味が、教師が最後まで譲れ左い自己の教育的信念や価値観K著しく矛盾するとすればも
たとえ技術的在意味になける自由裁量の余地が残されていたとしても、その際の教師が付与され
た方法的自由は、まさK教師を機械左いしは受容器と見なさんばかりの魂の抜けたものKならざ
るをえ左い。しかしまた、一方でそれら組織合理化が要請する諸施策は、公教育の水準の維持・
向上のための施策として、根本的左教育価値Kなける問題性がない限り Kないて、是認され左け
れば左ら左い性質のものである。したがって、筆者は、とのような教師の職責托卦ける構造的矛
盾は、基本的に組織と個人との対立・葛藤とみるべきでは在く、むしろ、学校という組織体刃じ主
質的Kもつ組餓原理自体の二元性としてとらえるべきものと考える。ゆ つまり、組織と個人と
の対立・葛藤というとらえ方では、組織の統制構造自体が内包する矛盾的性格(管理レベル氏£、
いてはフォーマル左基準を満たしながら、左卦作業レベル托卦いてはそれらが柔軟に運営される
よう、か左りの裁量範囲を残さざるをえ左いという性格〉が不鮮明Kされ、極端な場合Kは、作
業レベノレの担当者の価値観やパーソナリティといった個人的な問題K解消されかね左いからであ
る。
らL上のよう左認識に立って、再び吉本教授の所論を見直すならば、単位学校の管理νベノレの組
織的合理性追求K伴う、個々の教師K及ぶ統制と、作業レベルの教師の自主的・創意的左裁量範
囲との間の、明確でしかも具体的左識別の作業は、精細になされてならず、またこの両者の関係、
性になける矛盾や緊張の内実も十分堀り下げられてはい左いと言わざるをえない。むしろ、今後
の課題として残されていたと見るべきなのかもしれない。
この両レベルの相互の関係は、基本的Kは、それぞれ独自の原理をもつもので<hり、実際的K
は平板的左調和をすぐさま追求するというよりは、この両者がいかに相互浸透し合い、また両方
向のフィード・パックが左されているかをよく見究める必要がある。そのうえで、との両者のよ
り適切左関係性を追求し左がら、不断K修正-改変を行左うという動態的左視点から、この問題
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K迫っていくべきであろう。そのためには、今後何よりも学校活動の実態Kなける、経験的事実
を積み上げながら地道K研究を進めていかねばなるまい。
次U亡、第 2の、教師の職責自体K内包される構造的矛盾を、学校経営の過程のなかで解消しう
る方向性が十分明快に示されているか.という点Kついて検討しよう。乙の点についての吉本教
授の見解は、卦よそ次のようである。まず、教職の不完全性を克服していくための教師の自律的
・積極的な絶えざる研修が必要であることを前提的K確認したうえで、とくに教師の教育力の水
準を高めるための教育訓練の意味をもった研修の重要性ないレ阜、要性を説いている。そして、こ
の意味の研修は、組織的な現職教育をさすのだが、わけても各学校の研修の組織化の重要性を次
のように説く。「教育訓練はともすれは'受動的と左り、研究と修養K結合しがたい場合もあるが、
それは否定さるべき性格のものでは左く、自律的な研究修養の一手段として生かされ左ければな
らない。とこに研修の組織化という、学校経営上きわめて重要な問題領域がある。研究修養、教
育訓練のいずれにとっても、研修をいかK組織化するかは、当該学校の教育効率K、藍接・間接
K重要な意義を含んでなり、実質的に教育の成果lι及ぼす影響はきわめて大きい。 J(14) 
そして、このいわゆる校内での教師の研修の組織化について、それらが日常の教師の教育活動
と密接につながる組織的配慮、が必要だとして、教授組織と研修組織とを深く関連させるべきだと
説く。さらに、その典型的在事例としてティーム・ティーチングを;bげ、次のように説いている。
このティーム・ティーチング組織は、「明白な教育効率の自標のもと児、リーダーのもと Kある
一群の教師が、担当分野氏公ける専門性を発揮しつつ、相互研修を深める組織をとっているとと
もに、そこには主体的左活動と研修の道が必然的K用意され J仰るというのである。
少なくとも、理念的にみて、教師の職責に卦ける構造的矛盾はこのよう左構想、托ないてほほ解
消しうる見通しをもちうるように思われる。では、前述の吉本教授が指摘する教師の自主性と服
従性の調和という課題は、ここではどう処理ぎれるかについて検討しよう。少し長くなるが、原
文のまま引用しよう。「ティーム・ティーチング組織は、教師集団の中 K特定の機能的自律性を
認めることであり、集団の機能的自律性の賦与が.真に学校経営の自標達成に適合するであろう
という仮説K立っているのである。学校組織全体の中で、教師の創造性ゃ自律性を生かす専門性
と、低識。要求する目標達成への期待とは、決して単純に調和的であるのでは左<，むしろ葛藤
を常とするのであろう。その矛盾や葛藤を、より小規模な集団の中で解決し、高度な包標と実際
問題とを自らの手で統一的に調和あらしめるところにこそ、真K教職的成長が認識されうるので
ある。 J(1(j (傍点引用者)
先に検討した、吉本教授K公まる教師の自主性と服従性という問題把握の視角自体の分析レベ
ノレの識月IJの不明瞭さとその内実の不明確さとはしばらく卦くとしよう。この見解Kは、吉本教授
が、 r学校経営学Jj(1965年〉を著わされて以来、学校の内部問題K一層関心を注がオい教
授組織問題に理論的Kも実践的Kも打ち込まれたという背景を加味する左らば、吉本教授の研究
kてなけるとの領域での一定の進展を見ることができる。 もちろん、現実的な問題として、ティー
ム・ティーチング組織の採用自体が、物的・人的・運営的諸条件の制約を考えるならば、決して
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容易に実現しうるものではないことは、吉本教授自身も認めるところではある。切 ただ、少な
くとも論理的K考察を進める限りにないて、従来の見解托公いて吉本教授自身が不明瞭ぎを残し
てなられた問題が、ここに至ってある程度解決されうる見通しが生まれてきていると考えられる。
す左わち、職責を十全に果たしうる組織内の部分(一群の教師〉を措定し、そこ Kかなりの機能
的自律性を賦与するζ とによって、個々の教師の自主性と服従性のディレンマを組織全体との関
係から、組織内の特定部分K移しかえて、より実践的K解決しようとする考え方である。
ζの点をもう少し具体的K考察してみよう。この考え方でいけば、作業レベノレにないて教師の
自主性や創意性を尊重しようとしても、職責を十分果たしうる能力がなければ、結局のと ζろ管
理レベノレから要請される組j織合理化の諸手段(規則・基準〉をそのまま受容し、しかもそれが単
純在意味での組織の合理的統告!jvr適合することになるといった弊害が、か左り避けられうること
Kなる。とうした弊害を、吉本教授は H管理主義Kなじみやすい学校体制JIIωと称しているが、
これが是正されるパースベクティフ.が出てくるわけである。たとえば、国家公よび地方レベルの
教育課程の基準に示される時間や!原序通り氏、教育内容を一応消化している ζ とを口実K、実は
教師が眼前の生徒の個別的左差異を顧みなかったり、時K深い掘り下げを必要とする単元や事項
Kついてただ形式的K取り扱ってしまうといった事態、が、特定の機能集団の中でかなりチェック
され、避けられるというわけである。
当然、乙の構想、では、比較的職能(職責遂行能力)の低い教師Kとっては、従来のどちらかと
いえば対等・平等K責任と権限が賦与されていた学校体制よりも、いっそう厳しい葛藤が生まれ
てくることK左る。しかし、との方法が実は教師の職責を全うしうる確かま能力を獲得するうえ
で最も有効左方法なのである。したがって、たとえ特定の機能集団内での協働活動が未熟在教師
にとって深刻な苦痛を強いられるとしても、教験的成長という目的活動の意義は否定されてはな
らない。
以上のよう左方向性K卦いて、学校経営過程での教師の職責の構造的矛扇がかなりな程度解消
されうる見通しをもちうるのである。との点に関して、筆者はさらK一歩進んで、教師の教育活
動と校内での研修体制とをより積極的比一体化するためK、単在る「研修Jという言い方では左
しその目ざす自的をはっきり表現したf職能成長J(professional growth)という
表現を用凶た方が適切だと考えるo もちろん、単なる表現上のささいな問題だと言ってしまえば
それまでだが、すでに述べてきた筆者の教師の職棄についての認識からする左らば、教師Kとっ
てただ単K広い意味での研修が必要であるばかりか、それを基底的K学校体制の中K積極的に組
み込むべき存在として、学校はあると見るべきだと考える。したがって、「研修Jという表現よ
D、もっと直裁にその目的を明示した「職能成・長」という表現を用い、この教師の「職能成長の
論理 Jを学校経営の構造のなかにしっかりと組み込むこと左しKは、真K吉本教授が主張し、筆
者が限定つきで同意しうる個別学校の相対的自律性の実現は期待しがたいと言わねば左ら左い。
吉本教授のこうした視点からの論究が、精綾な展開をみるまでに至ってい左いので、筆者は、
ささいな表現の問題Kこだわったのかもしれ左い。そこで、以上のような学校経営の構想、を発展
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ぎせ、充実させるためK、以下考えられるいくつかの主要な問題を提出し、今後の学校経営研究
に卦ける教蟻研究の課題を明らか托することK しよう。
N 教師の「職能成長」の論理を積極的に組み込んだ学校経営構想、の課題と
展望
先K検討した吉本教授のティーム・ティーチングの意義を説いた所命にないて、さらに厳密左
検討を要する課題として‘次心諸点を指摘しなければなら左い。
まず第 1VC、単純!広見るならば学校組織内の各部分K相当程度の機能的自律性を賦与するなら
ば、各部分間。相互依存性が減少するという点であるo (19) つまり、 ζの考え方では、各部分の
独立性を強めること K走り、したがって部介間の相互依存性を弱めること陀在るということであ
る。そうすると、吉本教授の学校経営論Uてないて力説されている学校の統一的教育意思の実現が
いっそう困難Kなるように忠われるかもしれ左い。しかし、筆者はそうは考え左い。たしかに、
吉本教授は学校組織の作業レベルの技術構造の特異性を十介踏まえようとされてはいる。しかし、
究極的Kは組織体の管理レベルを中心Kして学校経営を構想されたと考えられる。それに対して、
筆者は位織体の作業レベノレの特異な性格や構造をさらK深く認識し左がら学校経営を構想しよう
としていると言える。 したがって、両者はいわば論理展開のベクトノレをいささか異にしているの
であろうことが認められる。
吉本教授は、最自殺と個人の対立・葛藤という図式から、教師の自主性と服従性という課題を析
出されたが、筆者はその点l疋卦いてすでK述べたどとく立場を異にしている。つまり、 ζの問題
は、組織になける統制構造の官僚告IJ論理と専門職論理との基本的には相矛膚する 2つの論理が組
織の中で並存することに由来するものと考える。そして、筆者は、組織体の管理レベルと作業レ
ベノレの質的な断絶という視点から問題を把援し、組織の各部分K相当程度の機能的自律性を賦与
すること Kよって、組織体が標準化と調整機能とによって追求しようとする組織の合理的統制と、
作業レベノレにないてはそれらをか左り柔軟K運用し左ければ学校本来の自的が効果的に達成でき
ないとするもう一方の論理とを止揚しようとしているわけである。
学校の教育自標や教育計画やその展開過程K、生徒にとって統一性ある教育機能が具現される
よう一貫性が保たれるべきことは当然である。しかいそうした組織の管理レベルから要求され
る論理は、組織の各部分(機能集団〕が基羽句に受けとめればよいのであって、個々の教師の教
青活動が、その機能集団になけるまさに方法的自由の駆使や専門的判断K従えばよいのである。
つまり、教師の職責が全うぜられうる所K機能的自律性を賦与すると問時児、組織の合理化追求
の諸方策が健全K運用されることを期待しようとしているのである。したがって、職責を全うす
る能力が不足している教師も同等K扱いながら組織の統合性を追求するよりは、との考え方の方
が効率的Kしかも的確に組織の統合性が追求されうるとさえ考えることができるのである。
すなわち、筆者の意図を換奮して言えば、吉本教授の教師になける自主性と服従性の対立・葛
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藤という従前の学校体制を前提とした問題設定のあいまいさを克服し、ティーム・ティーチング
のような組織内の各部分の機能的自律性を増大させるという考え方を、もっと強く押し出そうと
しているわけである。したがって、組織の各々の機能集団托対する相当高度左自律性の賦与を機
軸にした学校の指導管理体制は‘吉本教授が明確化されてい左かった諜題を解明していく手だて
K在るばかりか、従来の管理主義K左じみやすい学校体制を変革する有効在組織的手段ともなり
うるのである。
次に検討を要する点は、 ζ うした教師の職能成長を積極的K教授組織に組み込んだ方式では、
どうしても教科指導の面K重心が置かれざるをえ左いゆえ、予測される生活指導蛮での不備を補
う施策が考えられねば7まらないという点である。つまり、生活指導のための別の組織的手だてが
必要左のである。
さらK、次の点については、相当厳密左検討が必要K在ってくる。す左わち、との構想では、
学校組織内部の機意操団内での役割の分化、それも垂直分化を必然化することK在ろうという点
についてである。基本的K厳しい留保条件をつけて卦か左いと、むしろ深刻左ディメリットが現
出する恐れがある。つまり、この構想では、教諭という同一職種内 K職能(平易K言えv;f熟練度)
を基礎とする階層制が形成されることK在るが、とのいわゆる職階市腕が、本来的在職位分類制
(posi tion classifi caiton)としてでは左く、身分的在位階制として受けとめられ
てしまい、抽象的在職務権限関係が命令者と服従者の実体的左関係と左り易いととに十分留意し
左ければ左ら左い。教師の教育活動自体の性格からしても、上位者と下位者の関係は、命令・服
従というよりは、両者の間に深い信頼関係、が樹立されていることを前提托して、専門的左権威に
もとづく指導・助言関係で左ければ左るまい。したがって、問題は階層形成の基準であり、任用
のチャンスの客観化をどう確保するかである。 (21) きらKは、各階層への帰属が、国定した終
身規定では左〈、一定年摂(たとえば 2，._ 3年〉毎K修正・改訂していくといった柔軟性をもた
せるととも考えられてよい。
この点は、すでK展開してきた筆者の学校組織観の文脈からいえば、学校内部の各機能集白内
での職務遂行水準の維持・向上K関する同僚統制 (colleague control)を、教師の職
能成長という目標のもとで、どう実施するかという問題である。基本的K第三者(とく K行政秩
序系列になける上位者)による職能判定や摺層形成(任用)を排除して、機能集団の成員間の信
頼関係を基礎Kして、まず第 1により効果的左教育自的の達成を志向し、そのための職能成長を
はかるという呂的観を明確K確認したうえで、階層形成の基準を教師たち自身の手で作成して、
また常にその趣旨をそこね在い運用を心掛けるべきものと考えられるo わが国では、とのよう左
意味での職能成長の7'ログラムの開発は今だしの感を拭え左いが、近年の米国の研究成果は、そ
の可能性を示唆している。 (22)(その詳細左検討は、男IJの機会K譲らざるをえ左いが。〉
さて、本稿の結びとして、吉本教授の所論を発震させようとする筆者の学校経営構想K卦ける、
今1つの展望左いし課題をとりあげて卦きたい。吉本教授は、教職が専門職 (profession)
にまで高められるべきことを早い時期から主張してこられた(r現代学校経営論J、 1959年)
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にもかかわらず、専門識の自律'島夕、駿務内容の専門分化(職能の高度性〉とならんで、その職
業集団の成員が共有する職業文化Kも由来する点についての論究は、ほとんど左されてこなかっ
たように思われる。そこで、筆者は、学校内での職業集団内での同僚統制が、個別学校を横断す
る教職の集団自律性の高揚をもたらしうることに左れそれがまた学校をめぐる組織環境レベル
や管理Lイベルの諸施策を積極的托是正する機能をもちうるであろうことを重視したいと考えるo
~3) 
もちろん、わが国のよう左タテ社会にないては、横断的な連帯性にもとづくプラスの方向での
職業文化が発展しがたい、特有の社会心理的風土や伝統があることは認識して公かなければなら
ない。また、教師の個別学校を越えた横断的連帯性を有する教員団体が成熟したもので在い場合
は、むしろ、学校教育本来の目的達成と相容れ左いよう左、職能の低い教師を擁護したり、斬新
な研究ゃ開発が阻外されたりすることにもなりかねない。したがって、この菌KついてもさらK
詳細左吟味が必要左ことはたしかである。
ただ、吉本教授の教員団体や教職の職業文化に関する所論の稀薄さK関連づけて言えば、学校
内部の努力が当然、行政上の諸施策の改変を迫らざるをえないとの指摘は見られるが (24) 、具体
体的な手だては定かではない。専門職は.基本的に職業集団の概念である。したがって‘少なく
ともここでは理念的K考察する限夕、教師を専門職従事者としてとらえようとした吉本教授の所
論に、教師の場合の横断的連帯性Kもとづく職業文化の問題をも立論の中K組み入れられて卦れ
(rf、教授の単位学校経営論に対する内部閉塞主義といった批判K、いっそう強固な反論の論拠を
見出しえたように思われる。
しかし、吉本教授は、「あるべき J学校経営では左く、「ありうるJ学校経営論を構想し展開
してこられた (25) という限定を是認するならば、乙の筆者の見解はやや逸脱した解釈をしたと
言えるかもしれ左い。だが、筆者Kとって、今後の学校経営研究K卦ける教職研究の重要な課題
として、この問題を設定すべきだと考える。
もちろん、今後ここK提出した視座をより精鍛にし、しっかりした概念枠組を構成したうえで、
現実の学校経営の動態の左かで、経験的事実を掘りなζ し、そして積みあげ、ここでの視座の妥
当性を検証するというたいへん厳しい課題が横たわっていることは、否め在いところである。
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